
近代イギリス民衆教育史における日曜学校研究の意義と課題

岩 下 誠

はじめに

昨年12月、第165回臨時国会において教育基本法

「改正」がなされたが、遡れば臨教審以来の「改正」

をめぐる一連の議論は、教育の公共性、あるいは「公

教育」とは何か、という問いを再び提起したと言え

よう。「国民の教育権」説の構造がかつての求心力を

失いつつある一方で、それに代わる新たな教育の公

共性を展望するための理論構築はいまだ錯綜を極め

ているように思われる。しかし、それらの議論に共

通しているのは、教育の公共性をめぐって国家・親・

教師といったそれぞれのアクターは対立や齟齬を常

に内包するとする見解 であり、親と教師との利害

が一致して国家と対立するという従来の教育権論と

は一線を画した段階に入っていると見なすことがで

きよう。

さらに、以上のような理論的動向は、公教育概念

規定を再検討しようとする、教育史学における研究

動向とも軌を一にしている。比較教育社会史研究会

による叢書の一冊『国家・共同体・教師の戦略』は、

近世ヨーロッパ史研究において提示された、国家を

他の政治体と並ぶひとつの政体ないし秩序と捉える

という国家論を参照しながら、国家をも含むさまざ

まな社会集団が、自らの正統性を主張する根拠とし

て「公共性」に依拠すること、および複数の公共性

が対立し、あるいは交渉する磁場を形成し、新たな

社会秩序を構築する作用として教育を把握するとい

う前提に立っている 。また、教育史学会50周年記念

出版では、第一章に「公教育と宗教」というテーマ

が当てられて公教育の成立基盤と宗教との関係が問

い直され、「教育における公共性」と題された第二章

では、教育的営為の持つ公共性ではなく、より広く

近代社会における公共性と教育的営為との相互関係

を解明するというパースペクティヴが採られてい

る 。ここでも、世俗・義務・無償という三原則を公

教育のメルクマールとしてきた通説 への批判が明

確に意図されていると言えよう。国家への注目が顕

著であるが、その叙述は国家介入による世俗化を

もって公教育の成立とするという従来の見解とは大

きく異なっている。すなわち、国家が、教育という

場を通じて、任意団体や宗教団体といった公共性を

担いうる他のアクターとどのような関係性を築いて

いたか、という点に焦点が当てられているのである。

以上のような教育学研究の動向を考慮する場合、

内外区分論の契機ともなったイギリス近代公教育の

歴史的概念規定は、どのように捉え直されるであろ

うか。イギリス近代公教育の成立時期に関しては、

現在までに大きく分けて二つの定説が提出されてい

る。ひとつは、国家介入を公教育成立の画期とし、

1840年代のケイ＝シャトルワースの業績を評価する

三好信浩に代表される見解である 。もうひとつは、

岡田与好や大田直子に代表される立場であり、「近

代」公教育の成立を1862年のロバート・ロウによる

教育改革＝世俗教育への補助金支出の限定に求める

立場である 。特に大田は、教育への国家介入を「公

教育」、世俗教育への国家介入の限定を「近代公教育」

として、ケイ＝シャトルワースによる教育改革を前

者に、ロバート・ロウのそれを後者に区分し、国家

介入の質的な差異をもって両者に断絶を見る。この

見解は、「世俗」というメルクマールを保持しながら、

現在のイギリス公教育史に対して最も有力な説明を

行っていると言えよう。

しかし、これらの通説に対しては、それが宗教教

育に対する視角を欠いているとする、村岡健次によ

る以下のような批判が寄せられている。村岡によれ

ば、1862年の改正教育令、および1870年の基礎教育

法体制下においても、宗教教育は各学校の自由裁量

の下に置かれたのであって、決して禁止されたわけ

ではない。それどころか、1944年のバトラー法では

逆に宗教教育が義務化されて現在に至るのであり、

宗教教育は世俗教育の拡大と並んで近代イギリス民

衆教育史の二本柱であった事実を確認することが必

要である。すなわち、国家の統治機能の不可欠な部

分として宗教制度および宗教教育を位置づけ、それ
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を公教育のメルクマールとして把握するならば、従

来の通説とは異なり、18世紀初頭および18世紀末に、

国家が認定した宗教団体によって展開された「慈善

学校と日曜学校の教育を公教育と呼んでも必ずしも

不条理ではない」ということになる。村岡が強調す

るのは、社会道徳の維持と国民統合の機能として公

教育を観ることの必要性である 。

大田と村岡の議論は、しかし、全面的に矛盾する

ものではなく、以下のように総合することができる

ように思われる。近年の教育史研究の動向と同様に、

両者の議論もまた、公共性を担う複数の主体を前提

としているからである。フランス を主なモデルに

して抽出された「近代公教育」概念は、イギリス教

育史においては必ずしも妥当しない。教育への国家

干渉が比較的弱く、各宗派を背景にした任意団体に

よって教育の「システム無き拡張」が行われたイギ

リスの公教育史の特徴は、しばしばヴォランタリズ

ムの優位として指摘されるが、しかし、この場合の

政府と、ヴォランタリズムの主体である教会ないし

任意団体の関係は、決して「公」と「私」の関係と

同じではない。民衆教育を推進した教会や任意団体

は、国家と連携し、時に対立・葛藤や調整を繰り返

しながらも、国家とは異なる層で、もうひとつの「公

共性」を担った存在であった（さらには、民衆の生

活世界の基盤であった共同体のレベルにおいても、

それが単に頑迷な無知や労働民衆の個別的な利害に

基づくのではなく、モラル・エコノミーに見られる

ような独自の正統性の認識 が見られるとするなら

ば、労働民衆による共同体もまた、ある種の「公共

性」を担っていたと見なすこともできる）。国家と教

会という、公共性を担う二大アクターの関係性に関

して、19世紀後半における質的転換ないし断絶を強

調すれば大田の見解が、より長く18世紀から20世紀

前半までのタイムスパンにおける連続性に焦点を当

てれば村岡の見解が導き出される。しかし、「公教育」

と「近代公教育」という概念的な区別をとりあえず

括弧に入れるならば、国家・宗教・地域共同体といっ

た諸アクターが、それぞれの公共性を主張しながら、

教育への統制を求めて葛藤するプロセスとして、イ

ギリス教育史が叙述されつつあると言えるのではな

いだろうか。

このような視点は、先に触れた国家を複合的な制

度ないし政体と見なす議論や、伝統的な共同体を超

えた社会的紐帯を扱うソシアビリテ論 、近年福祉

領域を中心に提唱されている「福祉の複合体」論 と

いった歴史学の新たな動向と重なり合いながら、イ

ギリスにおける民衆教育の歴史的構造に関する再検

討を迫っているように思われる。1870年法によって、

百パーセント公費で運営される学務委員会立学校が

登場するまで、19世紀イギリスの民衆基礎教育は、

国民協会、内外学校協会を中心とした任意団体に

よって設立・運営され公費補助を受けた公営学校、

他方で授業料のみに依存し、その多くが民衆の共同

体を成立基盤としていたプライベート・スクールと

いうふたつの週日学校と、宗教団体を始めさまざま

な任意団体によって運営され、日曜日に読み・書き・

算と宗教教育を行った日曜学校という三層の構造を

持っていた 。公営学校については勿論、近年では労

働者階級プライベート・スクールであるデイム・ス

クールに関しても優れた研究成果の発表と紹介がな

されている が、他方で日曜学校に関しては、研究成

果の蓄積が見られながらも、特に日曜学校研究の画

期をなしたＴ・Ｗ・ラーカー以降の研究動向のレ

ヴューが十分になされていないように思われる。そ

こで、本稿では、公教育の歴史的概念規定という課

題を念頭に置きながら、ラーカー以降から現在まで

の日曜学校研究を概観し、あわせて今後の研究の課

題を示すことにする。

１.ラーカーの日曜学校研究のインパクト

日曜学校は、18世紀末から19世紀にかけて展開し

た、貧民・労働者階級子弟のための教育機関である。

授業は日曜日に行われ、そこでは読み・書き・算の

基礎教育と宗教教育が無償で行われた。通説では、

日曜学校は19世紀半ば以降に本格的に展開する公教

育の前史として重要性が指摘されてきた。

1851年のセンサスから、日曜学校普及のデータを

取り出してみると、イギリスの日曜学校の数は1818

年で5463校、1833年までには、16828校を超え、1851

年には約26000校に達している。日曜学校就学者数を

人口比に換算すると、1818年では約24人に１人、1833

年では９人に１人、1851年では7.5人に１人と、19世

紀半ばに順調に増加したことがうかがえる。1851年

におけるイングランドとウェールズの日曜学校総数

は23514校、生徒数は2407642人である一方、週日学

校の総数は46042校、生徒数は2144378人と推計され

ている。しかし、週日学校は公営学校（教会立学校
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およびその他の公的な学校）と労働者階級プライ

ベート・スクールに分かれており、両者の性格は大

きく異なるものであった。内訳を見ると、公営学校

の総数は15518校、生徒数は1422982人、プライベー

ト・スクールの総数は30524校、生徒数は721396人で

ある 。したがって、日曜学校は1851年時において

も、学校規模ではプライベート・スクールに比肩し、

生徒数では三者のうちで最大の規模を誇っていたこ

とになる。民衆教育機関の最大セクターであったと

言ってよいだろう。

日曜学校は、通説では中産階級・ブルジョワジー

による労働者階級の統治ないし教化の手段として、

すなわちソーシャル・コントロール論の立場から把

握されてきた 。このような通説に対し、Ｔ・Ｗ・ラー

カーの研究 は、日曜学校を労働者階級の自己教育

機関として把握し、従来の研究を刷新するとともに、

大きな議論を呼び起こすこととなった。ラーカーに

よれば、中産階級による日曜学校は19世紀には姿を

消し、日曜学校は自助と自己改善を目指す労働者階

級文化の集合体という性格を持つことになった。日

曜学校はフランス革命や産業革命の対応を目的とし

た社会的政治的価値ではなく、道徳的倫理的価値を

強調するようになった。そこで問題となっていたの

は、労働者階級対中産階級ではなく、勤勉と怠惰と

いう階級横断的な価値観の対立であった。まとめる

ならば、①日曜学校は労働者階級によって発展し、

②労働者階級は日曜学校によって推進された諸価値

を実際に必要としており、③日曜学校は自助や自己

改善といった価値を表明しており、④日曜学校のモ

ラリティは労働者階級文化を支えるものであり、政

治的に抑圧的なものではなかった。以上の主張を、

ラーカーは豊富な日曜学校記録、パンフレット、官

側の報告、労働者階級の自叙伝などを用いて立証し

た。

以上のように解釈された日曜学校は、他の民衆教

育機関との関係でどのような位置を占めたのであろ

うか。ラーカーは、Ｌ・ストーン編『就学と社会』

に収められている論文 で、次の点を指摘している。

すなわち、19世紀前半にわたり、労働者階級は自分

自身の教育要求を持ち続け、労働者階級の親はしば

しば中産階級によって主導された公営学校ではな

く、公営学校より高額な学費をとるにもかかわらず、

プライベート・スクールへ自らの子弟を通わせた。

したがって、民衆教育機関の間の主たる対立は、国

教会（国民協会）と非国教会（内外学校協会）とい

う宗派対立ではなく、公営学校とプライベート・ス

クールの間にこそ存在したとみなすべきである、と。

さらに、ラーカーは日曜学校を、労働者階級に押し

付けられた公営学校と、労働者階級の共同体に統合

されていたプライベート・スクールの「中間形態」

として把握している。日曜学校は中産階級的・ブル

ジョワ的美徳を教えていたが、しかしその教師は労

働者階級の共同体の一員であった 。日曜学校は公

営学校とは異なり、労働者の自己教育機関であり、

共同体の余暇・宗教生活の一部をなしていた。そし

てこの中間的性格こそ、おそらくは日曜学校が民衆

教育機関の最大セクターとなり得た要因である、と

ラーカーは考えていたようである。

２.その後の研究動向① ラーカー批判

それまでのソーシャル・コントロール論の枠組み

から日曜学校を解き放ち、パブリック対プライベー

トという対立軸のもとで公営学校、プライベート・

スクール、日曜学校という三者を位置づける地平を

開いた点が、ラーカーの研究の最も大きな功績で

あった。

しかしながら、労働者階級の自己教育機関として

の日曜学校、というラーカーの主張は、後に痛烈な

批判が寄せられることになる。そのひとつが、His-

tory of Education誌に掲載されたマルコム・ディッ

クの論文 である。ディックは、ラーカーの日曜学校

研究に対して以下の点を指摘している。①労働者階

級による日曜学校として挙げている38の事例のう

ち、厳密に労働者階級による日曜学校といえるもの

は４つしかない、②労働者階級による日曜学校の事

例に関しても、それらは労働者階級に全面的に支持

されていたわけではなく、また労働者階級文化と同

一のことを教えていたわけでもなく、その内容は保

守的で福音主義的なものであった、③日曜学校の教

師に関しても、教師がそもそも労働者階級出身で

あったことを示す史料が乏しい。現存する日曜学校

に関する史料は、教師が中産階級出身であったこと

を示している。むしろ、宗教的献身と社会秩序の尊

重というメッセージが、多くの著者や博愛主義者に

よって教師に伝達された、④日曜学校が政治的立場

に関心を払っていなかったわけではなく、例えばス

トックポート日曜学校は、不信心、労働組合主義、
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政治的抵抗に対し強力に反対していた。

したがって、ディックは、一般的には、日曜学校

は福音主義的で保守的な制度であり、堕落した労働

者階級と急進主義に対するイデオロギー的教化を目

的としていたと結論付けている。日曜学校が自助と

自己改善に寄与したかもしれないが、それは日曜学

校が広めようとしていた恭順な態度と結びついたも

のであった。日曜学校は子どもを親の影響力、都市

の道徳的危機、急進的なプロパガンダから引き離す

ためのものであり、社会変化から子どもを守ろうと

する日曜学校のこうした態度は、後のイギリスの教

育に受け継がれるひとつの特徴であった、とディッ

クは結論している。

ディック論文はラーカーの実証の不十分さを指摘

したものだが、他方でディックが主張するように日

曜学校がやはり労働者階級の教化機関であったとす

るならば、なぜ日曜学校に労働者階級の親が子ども

を日曜学校に通わせたのか、というラーカーの提起

した需要サイドの問いは依然として答えられていな

いままであるといえる。この問いに、部分的な回答

を与えているのが、Ｋ・Ｄ・スネルの論文 である。

スネルは1851年３月30日に行われた宗教礼拝統計

（Census of Religious Worship）を基礎史料とし、

いかなるファクターが日曜学校出席率と高い相関を

示しているのかを明らかにした。カウンティレベル

での日曜学校生徒数は児童労働と最も相関し、児童

労働が日曜学校通学率の最も大きな説明要因であ

る。また、高い賃金に比して一人当たりの救貧支給

が低い地域は、日曜学校通学率と関係を持っている。

教区レベルの分析でも、教会出席率のほか、地域雇

用構造や土地所有の構造といった社会経済的要素と

の相関が高かった。

さらに、スネルは日曜学校が労働者の自己教育機

関というよりは、子どもを各宗派の教義へと社会化

するための「投資」の方法であったと結論している。

19世紀後半以降の国教会の成功は、日曜学校の成功

にその一因がある。その他、ウェールズ・カルヴァ

ン派メソジストなど、日曜学校に力を入れた宗派ほ

ど生き残りと勢力拡大が容易であった。

スネルによれば、労働者による日曜学校の選好は、

主として社会的・経済的な要因に規定される。すな

わち、児童労働に依存する地域の労働者階級の親が、

「児童労働に干渉しない基礎教育」として日曜学校を

選択したのであり、民衆学校の中で最も宗教的な日

曜学校は逆説的ながら、もっとも児童労働搾取を促

進したということになる。スネルの研究は示唆に富

み、また全体的な傾向を明らかにした労作であるが、

日曜学校の実態や経済的機能以外の側面を明らかに

しえないという点で、量的研究の限界を示している

ようにも思われる。

３.その後の研究動向②

国家・地域社会との関わりのなかで

２で扱った研究は、ラーカーが提示した階級文化

史的なパラダイムから、日曜学校を再び政治的・経

済的機能を重視して把握しなおそうとする試みであ

るが、近年の日曜学校に関する研究は、国家体制や

地域社会の中で日曜学校がいかなる役割を担ったの

かを明らかにしたケース・スタディが目を引く。こ

れらは、特に宗教および宗教教育を、国家の統治機

能として把握する視点を有する点で、政治文化史に

カテゴライズされるべき研究群である。

バーミンガムの日曜学校の事例を検討した長谷川

貴彦は、18世紀末の日曜学校運動を、同時代のモラ

ル・リフォーム運動 の一環として位置づけ、分析を

行っている。18世紀末のモラル・リフォーム運動は、

単なる風紀改革運動であることを超えて、対外・国

内双方における国家体制の危機とその強化という政

治的機能を果たすことを意図したものであり、初期

の日曜学校運動もまた、愛国的なレトリックの下で、

各宗派による超党派的な国民的運動として展開され

た。長谷川は、バーミンガムの日曜学校の初期的な

成功から18世紀末の分裂までの過程を明らかにし、

日曜学校が宗派的対立の緊張と緩和の場であり、ま

たエリート文化と民衆文化が対立し交錯する場でも

あったという、錯綜した性格を描き出している 。同

様の指摘は、ロバート・J・ハインドも行っており、

日曜学校が、宗派対立・階級対立と宗派協調・階級

協調との双方に機能したとする。統治階級による慈

善的要素の強い日曜学校でさえ、労働者階級の教育

要求の実態にある程度即していた。日曜学校の運営

は労働者階級の協力、支持、貢献に大きく依存して

いたのだが、労働者階級の同意を取り付け日曜学校

の影響力が強まれば強まるほど、逆説的ながらそれ

はしばしば両親の教育に対する影響力を弱め、児童

労働の搾取を増進し、労働者階級による運動を強化

した 。
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他方、アン・スタッツによる、福音主義者および

日曜学校運動家であったハナ・モアが巻き込まれた

「ブラグドン論争」に関する詳細な研究は、国教会内

部における聖職者と平信徒とのパワー・ゲームの場

としての日曜学校の性格を明らかにしている。「ブラ

グドン論争」とは、ハナ・モアとメンディップ・ヒ

ル教区のブラグドンの副牧師であるトマス・ベアと

の間に起きた論争であり、その発端はモアの運営す

る日曜学校の教師が、ベアによってメソジストでは

ないかという嫌疑をかけられたことであった。論争

はブラグドン教区内でのパンフレットの応酬から、

次第に全国的な論争へと発展し、高教会主義者のな

かの穏健派がブリティッシュ・クリティック誌上で

モア擁護を主張し、超保守派がアンチ・ジャコバン

誌でモア批判を展開した。スタッツは、この論争を

詳細に検証した上で、それが教義上の対立には還元

できないと結論している。スタッツによれば、モア

は有力な司教の影響力を背後に、福音主義的な地方

聖職者を登用するよう、メンディップの教区人事に

介入しようとしていた。そのため、しばしば保守的

な教区主任牧師や副牧師と対立し、その意向を無視

するような行動をとっていた。したがって、ブラグ

ドン論争の背景にあったのは、教区内におけるヘゲ

モニーおよび権力をめぐる対立であった 。メソジ

スト派日曜学校の検討を行った池田稔も、主として

国教会による上からの啓蒙運動と、民衆文化の対立

の妥協の産物として日曜学校を位置づけながら、世

俗的な、実益的な民衆の教育要求を受け止めたメソ

ジスト派の日曜学校を、民衆同士の相互扶助的な性

格が強い民衆教育機関として把握している 。

上記の研究は、従来の研究によって指摘されてき

た階級間の対立や協調という視点に加えて、いずれ

も宗派間の対立および協調、あるいは聖職者対平信

徒（教師）の対立および協調という文化的な側面か

ら、日曜学校の錯綜した性格を明らかにしている。

日曜学校における、階級対立に単純には還元されな

い文化的な協調や対立を、具体的な地域社会の中で、

より重層的な視点から明らかにしようとするこれら

の研究は、ラーカー以降に展開されている、より本

格的なソーシャル・コントロール論批判として理解

できる。

４.総括および残された論点

以上、ラーカー以降の研究動向を概観してきたが、

最近の諸研究は「労働者階級の自己教育機関」とい

うラーカーの定義を無条件で受け入れてはいない、

とまずは総括することができるだろう。ラーカー以

降の研究がほぼ一致していると思われるのは、①

ラーカーの見解に反して、大部分の日曜学校は中産

階級および上層階級主導で運営されていたこと、②

労働者階級のリテラシーの向上と公教育システムの

発展に（逆説的ながら）寄与したこと、の二点であ

る。何が日曜学校の発展の動因になったかについて

は、主として中産階級による労働者教化にそれを求

める立場（この場合、なぜ日曜学校が親の同意を取

り付けることができたのかは、依然として説明を要

する）と、労働者が置かれた社会的・経済的条件に

求めるものに分けられる。日曜学校の性格規定とも

関わるこの問題は、依然として決着が着かないまま

残されている。公営学校と労働者階級プライベー

ト・スクールの中間形態として日曜学校を規定し、

民衆教育機関を三者の関係において捉える、という

ラーカーの見通しは修正を余儀なくされているよう

に見えるが、それに代わる説明図式は、後の研究動

向において必ずしも提出されているわけではない。

ラーカーの描いた見取り図を傍証するにせよ、修正

するにせよ、学校内部の実態を明らかにする、より

質的な研究が行われる必要がある。

以上の論点は、社会が日曜学校をどのように規定

したかという側面であるが、それとは逆に、日曜学

校という民衆教育が社会に対してどのような影響を

及ぼしたかという問題が残っている。長谷川が指摘

しているように、日曜学校運動は18世紀末に高揚す

るモラル・リフォーム運動の一部分とされる。この

モラル・リフォーム運動の特徴は、それが単なる風

紀改革運動に留まらず、反フランス・ナショナリズ

ムに支えられた「イギリス人のモラル」を提唱し、

国家体制の再強化を意図した運動であったこと、ま

た伝統的支配者層である地主貴族と一般民衆を媒介

する中間層の人々が運動の実践面を担い、そのよう

なモラルの体現者として自分たちの影響力をアピー

ルし、社会的地位の向上を目指した政治戦略でも

あったことである。

しかし、日曜学校が社会に及ぼした影響は、ミド

ルクラスの形成に留まらない。ブレントフォード日
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曜学校の事例 では、学校を開設するにあたって、教

区委任牧師の補佐役というポストが創られ、そこに

女性が任命されている。それは、地域住民の一部は

聖職者と接触したがらない傾向があるため、日曜学

校への参加や寄付を呼びかけるのは、中間層の女性

が適任であるという判断によるものであった。日曜

学校の運営を担っていた中心的なメンバーや、ビジ

ター（visitor）と呼ばれた日曜学校の無償教師にも、

女性が多く含まれていた。日曜学校は中間層の女性

たちを公共圏へと進出させ、彼女たちは日曜学校運

動を通じて地域社会の紐帯としての役割を担った。

もっとも、必ずしも全ての女性が博愛主義から教

育活動を担ったわけではない。中には地域社会にお

いて影響力を持っていた上流層とのコネクションを

期待して日曜学校教師を引き受けた女性もいた。ま

た、子どもを日曜学校に通わせることに同意した母

親は、宗教教育のためというよりはむしろ、安息日

に子どもの世話を任せられるという利便性からそう

した場合もあった。日曜学校は、中間層の女性の影

響力をアピールする手段であると同時に、それを利

用する女性の側の現実的な利害に即応するものとし

ても同意を調達したと言える。また、先に言及した

ハナ・モアの日曜学校の事例では、没落した中産下

層の寡婦を有給の日曜学校教師として雇い、また日

曜学校を中核として貧民女性の友愛協会を創るな

ど、日曜学校が女性の相互扶助ないし救貧センター

として機能していたことも、注目すべき側面であ

る 。地域社会における日曜学校の具体的な諸機能

は、よりミクロなレベルでの地域史研究によって明

らかにされる必要がある。

また、日曜学校の供給サイドとは別に、日曜学校

で教えられた宗教的知識が、労働者階級にとってど

のような意味があったか、という受容サイドの問題

も残っている。この側面は、部分的に自叙伝研究に

よって明らかにされている。デヴィッド・ヴィンセ

ントは、19世紀の労働者階級の自叙伝に関する卓越

した研究において、実際には役に立たない宗教的な

書物を真剣に読むという行為が、自分の意識を変え、

そして外的世界との関係を変えることによって、労

働者階級の知的覚醒を導いたとしている 。さらに

は、ジョナサン・ローズが指摘するように、真剣な

読書という経験は、彼らに問いを立てることを可能

にし、自分の思想に言葉を与えることを可能とした

ばかりか、ときに急進主義へと彼らを導くことも

あった 。日曜学校でなされた保守的な宗教教育が、

労働者階級の「リスペクタブルな急進主義」にどの

程度、またどのように寄与したのかは、今後明らか

にされるべき課題である。

５.小括

近年の教育史に関する動向は、国家への再注目と

ともに、国家とは異なる宗教・地域共同体といった

諸アクターが、それぞれの公共性を主張しながら、

教育への統制を求めて葛藤しまた調整されるという

事態をもって公教育の史的構造を捉えなおすという

視点を提起したものであった。民衆教育システムに

関するラーカーの先駆的な議論は、政府、宗教団体、

地域共同体といった諸アクターによって担われた民

衆教育緒機関の関係のなかで、それぞれの歴史的意

味を問うという点で、現在でも重要な意義を持って

いる。

その上で、その後の民衆教育システムが、公営学

校に収斂していくという歴史的展開の意味を再考す

る必要があるように思われる。教育を含め、福祉領

域は19世紀を通じて徐々に国家によって運営される

ようになるのだが、それは既存の任意団体のネット

ワークでは対処できなくなった事態への対応という

側面がある。したがって、任団体のネットワークに

よる福祉という歴史的事実を過度に評価することに

対しては慎重であるべきであろう。周知のように現

在は、教育をも含めた公的福祉セクターを解体して

いくという新自由主義的趨勢が顕著であるが、未来

の公教育およびそれを含めた社会制度の設計に関す

る展望には、市場と国家介入を両立させる「第三の

道」や、福祉国家の再強化など、複数の可能性が存

在することを忘れてはならない 。教育史学が解明

しなければならないのは、民衆教育システムが最終

的に公営学校に収斂せざるを得なかった歴史的諸条

件であり、並存した民衆教育機関相互の関係性を明

らかにするために、プライベート・セクターである

デイム・スクールと並んで、パブリック・セクター

とプライベート・セクターの中間的な存在である日

曜学校の研究は重要であると言えよう。繰り返しに

なるが、その際、制度史・政策史のレベルだけでな

く、日曜学校の具体的なありようを明らかにする地

域史・実態史レベルの研究が必要になるだろう。
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